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そばをめぐる情勢

農林水産省生産局生産流通振興課 髙橋貴與嗣

１．はじめに
そばの伝来については諸説あるようですが、原
産地は中国雲南省周辺で縄文時代に我が国に伝
わったと言われています。※１

そばは、タデ科ソバ属の１年生草本で、収穫ま
での日数が短いことや、乾燥に強く吸肥性にも優
れていることから、救荒作物として普及・定着し、
幅広い地域で栽培されるようになりました。我が
国の食生活には無くてはならない麺、菓子の原料
としてのみならず、焼酎やお茶の原料、そして、
最近ではスプラウト(新芽)の原料としても利用さ
れています。
そばの需要は年間13万～15万トン程度で堅調に
推移していると見られており、年末に突出した需
要のピークがあるほか、７～８月を中心とした夏
季に需要期を形成していることが特長となってい
ます（図１）。このうちの３万トン程度が国産そ
ばで賄われています。
また、現在では、蕎麦打ちを楽しんでいる人も

数十万人に達すると言われており、そばは、単に
食欲を満たすだけではなく、多くの人々の心も豊
かにする作物として我が国に定着しています。こ
こでは、そばの生産・流通事情等を中心に説明し
たいと思います。

２．国内生産の動向
我が国のそばの生産動向ですが、平成22年産で

は作付面積が４万7,700ha、収穫量は２万9,700ト
ン、10ａ当たり収量は62kg となっていま
す。都道府県別では、北海道が面積、生産
量ともに１位で、作付面積は１万5,400ha、
収穫量は１万1,100トンとなっており、単
収は、作柄の悪かった前年産に比べて53％
も上回ったものの、開花期から収穫期まで
の高温の影響により登熟期間が短縮され、
未熟粒が多く発生したこと等の要因によ
り、平均収量対比96％の72kg/10ａとなっ
ています。次いで、山形、福島、福井、長
野等と続いており、上位11道県の作付面積
の合計は３万9,200ha で全国の約８割を占
めています。
ちなみに、前年の平成21年は大変な不作
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図１ 日本そばの生産動態
※ 農林水産省総合食料局
「米麦加工食品の生産動態等統計調査」(農林水産省総合食料局)より推
計

○各地域の主な栽培期間

播種期 収穫期

北海道 ６月上旬～６月中旬 ８月下旬～９月下旬

東北 ７月中旬～８月上旬 10月上旬～10月下旬

関東 ７月下旬～８月下旬 10月中旬～11月中旬

北陸 ７月下旬～８月下旬 10月中旬～11月中旬

東海 ９月上旬 11月中旬

近畿 ８月上旬 10月下旬

中国・四国 ８月上旬～８月下旬 10月上旬～10月下旬

九州 ８月上旬～９月中旬 10月下旬～12月中旬



で、全国の作付面積の３割強を
占める北海道において、７月中
下旬の低温、日照不足、また、
多雨による湿害が発生したこと
に加え、福島県等においても７
月下旬から８月上旬の降雨によ
る発芽不良等により生育が抑制
されたことにより、主産道県の
単収が40kg/10ａ（平均収量対
比60％）と大幅な減収となりま
した。
図２では、第二次世界大戦後

のそばの栽培面積と収穫量の推
移をグラフ化してみましたが、
面積・収穫量ともに大変不安定
であることがお判りいただける
と思います。
統計を遡ってみると、そばの

作付面積のピークは、明治31年
（1898年）の179千 ha、収穫量が
最大だったのは、大正３年（1928
年）の154千トンですが、それ以
降、減少の一途を辿り、昭和51
年（1976年）には15千 ha、収穫
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図２ そばの作付面積及び収穫量の推移
資料：農林水産省統計部「作物統計」等

図３ そばの作付面積及び米の生産調整目標面積
資料：農林水産省統計部「作物統計」等

表１ 平成22年産そばの作付面積、10ａ当たり収量及び収穫量

区分 作付面積
10 ａ
当たり
収 量

収穫量

前年産との比較 （参 考）

作付面積 10ａ当たり
収 量 収穫量 10ａ当たり

平均収量
対 比

10ａ当たり
平均収量

対差 対比 対比 対差 対比

ha kg ｔ ha ％ ％ ｔ ％ ％ kg

全 国 47 700 62 29 700 2 300 105 … … … … …

うち北海道 15 400 72 11 100 500 103 153 4 100 159 96 75

(参考)主産県計 39 200 61 23 900 1 400 104 153 8 600 156 95 64

○ 全国の10ａ当たり収量、収穫量、10ａ当たり平均収量対比及び10ａ当たり平均収量については、主産県調査であった平
成21年産において全国値が存在しないため、前年産との比較及び（参考）の欄を「…」とした。
○ 「(参考)主産県計」は、平成21年産における主産県（北海道、青森県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、新潟
県、福井県、長野県及び兵庫県の11道県）について、平成22年産の結果を積み上げ集計し、参考として掲載した。
○ 「(参考)10ａ当たり平均収量対比」とは、10ａ当たり平均収量（原則として直近７か年のうち、最高及び最低を除いた５
か年の平均値）に対する当年産の10ａ当たり収量の比率である。

農林水産省「平成22年産そばの作付面積び収穫量」



量は14千トンにまで減少しています。しかしなが
ら、それ以降増加に転じて今日まで増加傾向で推
移しています。図３には、生産調整の面積の推移
と、そばの田畑別の面積をグラフ化しましたが、
水田での栽培の面積と生産調整の動きがほぼリン
クしていると見ることが出来ると思います。かつ
ては、救荒作物として、中山間地等の傾斜地など
条件の良くない土地を中心に、小規模で栽培され
ていましたが、現在は転作田を中心とした平坦部
でのそば生産が拡大し、機械化栽培が普及してい
ます。
国内生産の課題は、いかに生産の安定化を図っ
ていくかに尽きると言われています。近年の天候
不順や異常気象等、さらには花粉を媒介する昆虫
の動向等生産者の努力や工夫だけでは回避できな
い要因もありますが、関係者の協力により対策を
講じていく必要があります。

３．輸入及び海外の動向
そばの輸入は、殻が付いたままの玄そばの状態
で輸入されるものと、殻を取り除いた抜き実の状
態で輸入されるものがあり、近年は抜き実の輸入
割合が増加しています。
図４は国内生産量と輸入量を合計した国内消費
仕向量をグラフにしたものです。昭和に入ってか
らは、国内のそばの作付面積の減少に伴って、生
産量も増減を繰り返しながら減少傾向で推移して

きました。そのような中、戦後の昭和27年（1952
年）に南アフリカから輸入が開始され、その後、
1963年には所謂日中覚書貿易により中国からのそ
ばの輸入が始まり順調に拡大してきました。2009
年（平成21年）の玄そばの輸入実績は59,649トン
で、そのうち中国が43,654トン(73.2％)、ついで
米国が15,219トン(25.5％)となっており、この両
国で98.7％を占めています(表２)。また、抜き実
で は 31,235 ト ン（玄 そ ば 換 算 で 41,154 ト
ン）※２、※３ 輸入されていると推計されていま
す。
「蕎麦」というと我が国の固有の食文化と思い
がちですが、そばは世界各地で様々な形態で食べ
られています。ロシアやウクライナではカーシャ
といわれる蕎麦粥、インドやネパールではロティ、
チャパティやナンの材料として、またフランスで
はガレットなどとして食べられています。※４

中でも生産量・消費量が多いのはロシア、ウク
ライナですが、昨年、これらの国においては観測
史上最悪とされる猛暑と干ばつに見舞われ、穀物
全般が大幅な減収となったことから、大量のそば
を中国からスポット買いで輸入したと言われてい
ます。このため、中国から我が国に輸入されるそ
ばの価格も大幅に上昇し、特に、昨年11月と12月
は玄そばの CIF 価格が米国のものを上回りまし
た。また、抜き実のCIF 価格も年初に比べて２倍
以上の上昇となっています(表２)。さらに、中国

の産地では、ロシア向け
にそば調製施設が建設さ
れたとの情報もあり、
2000年代に入って小麦を
中心とした穀物輸出国と
なったロシアの今後の政
府の対応と穀物需給の動
向が、中国のそばの生
産・流通の動向にも影響
を及ぼすものと考えられ
ます。
表３は世界のそば生産

量上位国の生産動向の推
移ですが、上位３カ国の
うち、ロシア、ウクライ
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図４ そばの国内消費仕向量の推移
資料：農林水産省統計部「作物統計」等、貿易統計
注：輸入量は、玄そば（1008.10-090）と抜き実（1104.29-300）の中国産を玄そば換算（75.9％）した合計
である。



ナの作付面積は大幅に増減していますが、中国は
減少傾向ではあるものの比較的安定した動向を示
しています。しかしながら、長期的には減少傾向
で推移していることや、収量が大幅に減少してい
ることなどの懸念材料もあり、これまで安定した
調達先であった中国の動向について注視していく
必要があるようです。
特筆すべき事項としては、毎年、ミャンマーか
らもごくわずか(2009年(平成21年）は72トン，
2010年は103トン）ですが輸入されています。こ
れは、ミャンマー北東部シャン州におけるケシ代
替作物の導入のため、1996（平成８）年から我が
国の蕎麦関係者の幅広い協力のもとに取り組まれ
た技術協力プロジェクトの成果によるものです。
現在は民間事業へ移行し、シャン州内の３地区で
栽培が続けられていましたが、うち１地区は2009
（平成21）年８月の武力衝突が原因で栽培が中断
されているようです。※５ 残念ながら、現地の
栽培指導体制の問題や、中国雲南省と接した北東
部山岳地帯から陸路でベンガル湾に面した最大都
市のヤンゴンまで陸上輸送で南下し、マラッカ海
峡経由で輸送せざるを得ないこと等、品質保持や
コスト面において解決すべき課題が多く、毎年数
コンテナの輸入が継続しているという状態です
が、今後の中国の動向いかんによっては、海外か
らの調達ルートの多元化の選択肢として、再び
ミャンマーが注目される可能性も高いと考えられ
ます。

４．新たな施策の展開
昨年３月に公表された食料・農業・農村基本計
画では、平成32年のそばの国内生量を約６万トン
と、現状の約２倍強の増加を見込んでいます。こ
れは、国産そばは輸入そばに比べて風味の良さや
安心感が評価されていることから、夏期休閑地を
活用した作付の拡大や、さちいずみ等の収量性に
優れた新品種の普及を前提に見通したものです。
今後とも、収量性に優れた新品種の育成・普及
と水田の団地化や排水対策の徹底により、目標の
実現に向けていくこととしています。

また、今般、そばも戸別所得補償制度の対象作
物とされ、平成23年度から１俵45kg あたり
15,200円の助成金が支払われることになりまし
た。
本制度の実施に当たって、現在、農産物検査の

原則義務付けや売渡数量の確認等を要件とするこ
となどを検討中です。生産から流通に携わる関係
者の皆様にとっては、これまでより手間が増える
ことになると思いますが、国内生産の安定化のた
め、本制度の円滑な運用のためのご協力をお願い
する次第です。

５．おわりに
単身世帯や高齢世帯の増加、食の簡便化志向等

から、「食の外部化」の進展は今後とも継続する可
能性が高いと推測されていますが、短期的には、
長引く景気低迷の中で節約志向等が強まる等厳し
い環境にあり、飲食業界・小売業界は、これら消
費者の生活スタイルの変化や多様化への対応を迫
られています。
これまで、そばは生産性が低く、かつ収量が不

安定であり、玄そば価格も乱高下するのがその特
徴とされてきました。国産そばの需要を拡大して
いくためには、消費構造の変化に対応し、消費者
への安定供給のために国内生産の変動の幅を縮小
していくことが鍵となります。消費者の信頼と期
待に応えて国産そばの生産が拡大することを期待
しています。

参考文献等
※１：農林水産省統計部「統計ダイジェスト」
※２： 2010 年 １ 月から輸入統計品目番号

1104.29-310「その他の加工穀物（そばのも
の）」が新設。それ以前については、輸入統
計品番号1104.29-300「その他の加工穀物」
のうち、中国からの輸入実績全量をそばの
抜き実と推計。

※３：換算率75.9％
※４：氏原暉男
※５：在ミャンマー日本大使館
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表３ そばの生産面積上位国の生産動向

countries element 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

ロシア連邦

作付面積 (ha) 1,433,400 1,058,800 558,100 641,600 867,200 833,600 1,071,800 1,193,200 1,008,000 626,000

収穫量 (トン) 997,600 574,360 302,480 525,350 649,560 605,640 865,243 1,004,433 924,110 564,040

単収（kg/10a） 70 54 54 82 75 73 81 84 92 90

中国

作付面積 (ha) 1,150,000 1,071,000 860,000 820,000 800,000 834,000 853,000 750,000 770,000 775,000

収穫量 (トン) 1,950,000 1,250,000 968,000 1,340,000 900,000 750,000 500,000 400,000 250,000 200,000

単収（kg/10a） 170 117 113 163 113 90 59 53 32 26

ウクライナ

作付面積 (ha) 528,900 576,700 308,200 324,100 388,700 396,200 359,500 310,100 281,800 254,300

収穫量 (トン) 480,600 387,600 209,400 310,900 293,600 274,700 229,200 217,400 240,600 188,600

単収（kg/10a） 91 67 68 96 76 69 64 70 85 74

米国

作付面積 (ha) 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 66,000 68,000 83,000 83,000

収穫量 (トン) 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 66,000 68,000 83,000 83,000

単収（kg/10a） 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

ポーランド

作付面積 (ha) 61,438 54,732 36,000 33,826 47,849 67,531 80,432 72,680 64,514 69,830

収穫量 (トン) 73,384 58,661 40,042 37,657 61,697 72,096 54,161 84,236 68,726 81,226

単収（kg/10a） 119 107 111 111 129 107 67 116 107 116

カザフスタン

作付面積 (ha) 47,700 57,000 41,777 62,741 53,300 77,200 87,600 138,100 53,900 57,400

収穫量 (トン) 28,700 44,900 29,647 48,424 52,387 43,700 58,930 81,400 16,570 62,000

単収（kg/10a） 60 79 71 77 98 57 67 59 31 108

ブラジル

作付面積 (ha) 47,000 47,000 45,000 45,000 45,000 46,000 47,000 48,000 48,000

収穫量 (トン) 50,000 50,000 48,000 48,000 48,000 50,000 51,000 52,000 52,000

単収（kg/10a） 106 106 107 107 107 109 109 108 108

日本

作付面積 (ha) 37,400 41,800 41,400 43,500 43,500 44,700 44,800 46,100 47,300 45,400

収穫量 (トン) 28,500 26,000 25,400 26,800 20,400 31,200 33,000 26,300 23,200 15,300

単収（kg/10a） 76 62 61 62 47 70 74 57 49 34

フランス

作付面積 (ha) 15,057 22,371 27,439 36,860 41,071 36,593 32,000 32,945 34,200 36,900

収穫量 (トン) 36,934 58,872 80,788 101,729 143,901 124,217 87,000 117,148 98,000 114,500

単収（kg/10a） 245 263 294 276 350 339 272 356 287 310

リトアニア

作付面積 (ha) 16,600 16,900 17,000 16,300 22,000 28,400 31,300 21,700 27,500 21,800

収穫量 (トン) 14,700 12,700 10,600 14,700 13,000 15,700 8,900 20,900 20,900 14,700

単収（kg/10a） 89 75 62 90 59 55 28 96 76 67

出典：FAOSTAT（2011.1)
※１：2008年の生産面積上位国を基準に作成
※２：単収は本表の収穫量を作付面積で除したもの。


